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と仮定される．このとき．アンケートの回答はプロフィー  

ル群の順序データとして与えられ，あるアンケートの回答  

者乃がプロフィール・′，の購入によって得られる効用出れ）  
はヘドニツク価格方程式を用いて，  

1．はじめに   

商品の持つ機能的属性に対する消費者の選好構造を測定  

する有効な手法の一つとして，コンジョイント分析が用い  

られている．コンジョイント分析は，属性水準を組み合せる  

ことにより構成されるプ占フ 

に対して消費者から得られた選好順序をもとに，仮想的商  

品の特性と消費者の選好構造を測定・分析する方法である．  

これまでにコンジョイント分析を用いた 

品の最適企画案の策定モデルが掟案されているが，その多  

くは，消費者が効用を最大とするときに購買を行うという  

仮定の下で新商品の設計と価格付けが行われている［1，3ト   

実際の企業はその市場を構成する他の企業との競争を行っ  

ており，新商品企画の際にも競合企業の行動を取り入れる  

必要があると思われる．そこで本研究では，コ．ンジョイン  

ト分析から得られた消費者の選好構造に基づいて，多属性  

を持つ新商品の属性水準の組み合わせと価格決定について，  

企業中ざ当該市場における競合企業の行野を考慮し，複数の  

新商品について期待利益の最大化を意思決定基準としたモ  

デルを作成することを目的とする．  

2．モデルにおける手順   

本研究や掟奏するモデルは以下の手順に従う．   

step．1：コンジョイント分析を用いて消費者の各属性に対  

する部分効用値を推定する．  

step．2；新商品の価格を除く設計企画の代替案を作成する．  

step．3：競合企業の価格と併せて当該企業の市場占有率を  

予測し，これをもとに総利益を求める．  

step．4：新商品の価格の組に対してそれぞれの代替案に対  

する利益の期待値を求め，そのなかで期待値を最大と  

なる新商品の代替案と価格の組を最適案として採用  

する．  

3．コンジョイント分析   

コンジョイント分析で一般的ド用いられる合理的な消費  

者の最適行動モデルでは，消費者の購入商品の決定につい  

て効用が最大となる商品を購入し，また各消費者はある明  

確に規定された財市場において商品を1単位購入するもの  

財エl  

砕）＝∑∑鴫）んィゴーび叫0帥  
i＝1jニ1  

（r＝1，2，…，月）   

と与えられる．ただし，  

乃：アンケートの回答者（乃＝1，2，…，Ⅳ）   

r：プロフィール（γ＝1，2，…，月）   

豆：属性（哀＝1，2，…Jけ）   

j‥水準（．ブ＝1 

（1）  

〈   

1：プロフィールγの属性戎が水準jのとき  

0：その他のとき   

JT・＝  り  

轄）：消費者↑lの属性よの水準ノに対する部分効用値   

び（れ）：消費者れ．の価格に対する部分効用値   

祢：プロフィールrに対するヘドニツク価格であi），   

pr＝∑：，∑≡1↑㌦巾となる   
7ij：属性iの水準．プに対する計算価格  

とする【2，3トまた，本研究では，当該市場における競合企  

業の行動に対して新商品企画の代替案から最適案を選択す  

るので，プロフィールの属性の一つは“企業，，となる．この  

とき，プロフィールの順序データに対してranklogiり2，3】  

を用いて，各属性水準の部分効用値を推定する．   

4．新商品企画の代替案の作成   

本研尭では消費者の購買行動【三関して，さらに以下のよ  

うな仮定をおく．  

（1）消費者はある1つのカテゴリーの商品を適訳の対象と  

している．  

（2）消費者は代替案の中で最も効用が高い商品を1単位購  

入する．  

（3）消費者は計両期間中に，1度だけ構買活動する・  
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また，本研究では当該市場に寡占市場を想定し，その市  

場を構成する企業がそれぞれ複数の商品を市場に投入して  

いるとする．そして市場を構成している企業の新商品企画  

の策定モデルについて，次の2つの方針を考える．   

4．1．新商品設計（その1）   

消費者の合理的な最適行動について効用最大化とする仮  

定に基づき，各消費者の持つ価格に対する部分効用億を除  

いたその他全ての部分効用値の和が最大となる水準を組み  

合わせて新商品の代替案を作成する．よって，この段階で作  

成される代替案は最大でアンケートの回答者数Ⅳとなる．   

4．2．新商品設計（その2）   

現在市場に投入している商品の持つ属性水準の一つを変  

更して新商品として新たに市場に投入する．ここで，既存  

の商品の持つ属酎の水準り′の部分効用億β針こ対し各  

消費者について，  

書笥′鴎）一昭）   
（2）  

を満たす属性宜の水準をJに変更したものを新商品の代替  

案とする．また，複数の属性に対して水準の変更を行う場  

合には，（2）式で選択された属性豆を除いて再度（2）式を  

用いればよい．  

現実の企業の行動を考えると，市場に対して複数の新商  

品が一度に投入される場合が多く見られる．そこで，本研  

究では，上述の2つの新商品設計策定方針を同時に行うこ  

とを考える．ただし，作成される新商品の数はこのモデル  

によるところではない．  

5．最適新商品企画案の決定   

本研究において，当該企業現における商品rの市場占有  

率βrは，価格外を含む市場を構成する全ての企業（た＝  

1，2，‥．，g）の商品の全ての価格の組恥が与えられたのち，  

各属性水準の部分効用値を用いて商品の全体効用値を算出  

し，各消費者は最も高い効用借を持つ商品を1単位購入す  

ると仮定するので，その商品が消費者全体で最も高い効用  

値を持つ消費者の割合として予測される．  

このとき，当該企業の利益汀－▲は次のように求められる．  

汀u＝∑（7隼（祢－Cr卜町）  （5）  

r∈口u  

ただし，mは売上数量で表現される市場規模，Ⅲ朋は企業  

むで製造する商品の集合である．   

ここで，当該企業は競合企業の新商品設計は予測できる  

が価格は分からないものとする．競合企業の商品価格が各  

企業の各商品に対して複数予測される場合，各企業の各商  

品の価格の組み合わせは，机p泄∈㊤＼祝）通りの価格の組  

1 み合わせから，等確率㈱で実現される確率変数  

と考える．   

このとき，当該企業の市場占有率は，新商品の価格と競  

合企業の価格に依存するので，当言亥企業の市場占有率及び  

利益も確率変数となる．また，新商品の市場占有率は市場  

を構成する商品の価格が全て定まれば一意に定まる．よっ  

て，月個の新商品からなる代替案rに新商品の価格の組  

pγ＝（pγ）が与えられたときの当該企業の期待利益汀¶を最  

大にする価格の組を，新商品の最適価格案とし，このとき  

の新商品企画の代替案を最適案として採用すればよい．利  

益の期待値に対して次式を満たす価格の租pニが最適価格  

となる．  

打こ（p；）＝恥わγ）  
｛｝  

（6）  

ここで，   

月   

∑ ∑（mβγ（み－Crト町）  

（pん－た∈㊤＼む）γ＝1  

且（汀℃わγ）＝   

である．  

（7）  

出（pん匝∈0＼祝）   

6．ぁわりに   

本研究ではコンジョイント分析で用いられる効用関数を  

もとに2つの新商品設計方針を考慮した新商品企画の策定  

モデルを示した．さらに，当該市場を構成する競合企業の  

行動を考え，期待利益長一大化を意思決定基準として同時に  

複数の新商品の設計と価格を決定するモデルを掟案した．  
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βr＝βr（p招∈◎）  （3）  

ただし，㊤は企業の集合である．   

また，費用に関しては当該企業むは新商品を含む自社の  

商品rの製造費用crは把撞しているが，競合企業たの製  

造費用については分からないものとする．また，新商品r  

を生産・販売するに当たりその量によりライン組み替え費  

等の費用町が発生するものとする．  

Vr＝叫（βγ）  
（4）  
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